
火山噴火時を想定した制限区域内の降灰厚計測手法の開発

デバイスの特徴
・UAV運搬可能でブラシ回転による火山灰除去前後の
形状比較により降灰厚を3次元センサで把握

・2～3cm程度の降灰厚さを計測可能
（現地検証にて精度を確認）

全国からの火山防災対策の取り組み報告 浅間山/利根川水系砂防事務所調査課

１：背景・開発目的

降灰推定範囲

降灰後の土石流事例
出典「国土交通省九州地方整備局」

降灰後は浸透能低下に伴い土石流発生のリスクが増加するため、国交省は土砂災害防止法に基づく緊急調査を実施し降灰範囲を把握。

火口周辺の、危険で立入りが困難な地域でも、効率的・効果的に降灰状況調査を実施する必要があるため、

これらの地域において的確に降灰状況を把握するための手法の開発について報告する。

○火山噴火に起因する土石流の緊急調査実施の要件

河川勾配１０度以上の区域の概ね５割以上に１ｃｍ以上の降灰等が堆積した場合

概ね１０戸以上の人家に被害が想定される場合

２：降灰厚計測デバイスの開発

３：今後の予定

立入制限区域のイメージ

デバイスの構成

活用イメージ

精度検証結果

調査計画の立案：調査地点や各種調査手法から適切な手法を選定することで、噴火時に迅速に降灰厚計測が可能な計画を立案中

候補となる
調査手法一覧


